
２025年度 上尾市の住宅関連補助制度及び融資制度 

 
 住宅のリフォーム等に対する補助制度 

10 
雨水貯留施設設置
等補助制度 

雨水貯留タンクの購入及び設置に対する補助 
・市内に在住する人で自己の家庭用に供する雨水タンクを設置する方 
（他市から上尾市内に転居される方で、市職員がタンクの設置を確認するまでに、市内に居住されていれば補助は可） 
・貯留容量が１００リットル以上であること 
・既製品で貯留した雨水を有効に利用するための器具を備えた既製品、常に良好な状態で維持管理できる方 

購入及び設置に要する費用×1/2 
（1,000 円未満切捨て） 

３万円 1 世帯当たり年度内２基まで 
建設管理課 

 電話 775-8597 
 FAX 775-9906 

 
 

ＮＯ 名   称 補助対象・要件等 補助額の算定 補助限度額 その他留意事項 担当課 

1 
居宅介護・介護予
防住宅改修費 

介護保険サービスのひとつ 
手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした費用を助成 
・市内に住所を有し、介護保険法の要介護または要支援に該当している方（集合住宅なども対象になる場合があります） 

対象工事に要した費用×7/10～
9/10 

１４～１８万円   
高齢介護課 

 電話 775-6473 
 FAX 776-8872 

2 
障害者居宅改善整
備費 

在宅の重度障害者が居宅の一部を障害に応じ改修するための費用の補助 
・身体障害者手帳 1･2 級所持者で下肢または体幹機能障害がある人 

対象工事費×２/３ 
＊生活保護世帯は対象経費の全額
（1,000 円未満切捨て） 

２４万円 
介護保険の認定対象者は介
護保険の住宅改修が優先に
なります 

障害福祉課 
 電話 775-5122 
 FAX 776-8872 

3 
既存木造住宅耐震
診断補助制度 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建てられた木造戸建て住宅の耐震診断費用に対する補助（昭和 56 年 6 月以降増築を除く） 
・在来軸組工法又は枠組壁工法の２階建て以下 
・診断は建築士法登録の事務所又は建設業の許可業者に所属する建築士が実施すること 

耐震診断に要した費用 
（1,000 円未満切捨て） 

１０万円   
建築安全課 

 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

4 
既存木造住宅耐震
改修補助制度 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建てられた木造戸建て住宅の耐震改修費用に対する補助（昭和 56 年 6 月以降増築を除く） 
・在来軸組工法又は枠組壁工法の２階建て以下 
・耐震診断の結果、地震に対して安全な構造でないと判定されたもの 
・現行の耐震基準に適合させるための耐震改修であること 
・改修設計は建築士法登録の事務所又は建設業の許可業者に所属する建築士が実施し、改修工事は建設業の許可業者が行う
こと 

耐震改修に要した費用(住宅の床
面積 1 ㎡につき 39,900 円を限
度）の２３％ 
(1,000 円未満切捨て） 

６０万円 

・住宅金融支援機構の融資
制度も利用できます。 
・所得税、固定資産税の減
額制度があります。 

建築安全課 
 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

5 
分譲マンション耐
震診断補助制度 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建てられた分譲マンションの耐震診断費用に対する補助 
・分譲マンションで、居住の用に供する部分の床面積の合計が延べ面積の３分の２以上であること 
・住戸の全戸数の２分の１以上において、区分所有者又は区分所有者の 2 親等以内の親族が居住していること 
・管理組合の集会等において耐震診断の実施に係る決議がなされていること 
・診断は建築士法登録の事務所又は建設業の許可業者に所属する建築士が実施すること 

耐震診断に要した費用×2/3 また
は、面積に応じた標準額×2/3 で、
どちらか低い額、かつ、戸数×５万
円以内 
（1,000 円未満切捨て） 

１００万円   
建築安全課 

 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

6 

再エネ・省エネ対
策推進奨励金 
 

市民及び事業者の自主的な再エネ・省エネ対策活動に対する補助 ※各補助額の算定は、100 円未満切捨て ・同一年度内において１世
帯・事業者につき、各 1
回、３つまで購入・設置後
の申請となります 
 
・家庭用蓄電池システム・
おひさまエコキュートは、
住宅用太陽光発電システム
を併設していることが交付
要件となります 
 
・★は事業者も申請できま
す 

環境政策課 
ゼロカーボン 
推進室 
電話 775-7308 
FAX 775-9872 

 
 
 

太陽光発電システム 
購入・設置に要する費用×１/２、
または設備出力１kwあたり×２万
円のいずれか低い額 

9 万円 

エネファーム（家庭用燃料電池コージェネレーションシステム） 
おひさまエコキュート（太陽光自家消費促進型給湯機） 
家庭用蓄電池システム 

購入・設置に要する費用×１/２ 5 万円 

電気自動車★ 

購入に要する費用×１/２ 

5 万円 

燃料電池自動車★ 30 万円 

電動バイク★ 1 万円 

電気自動車普通充電設備★ 

購入・設置に要する費用×１/２ 
5 万円 

V2H 充放電設備★ 

ハイブリット給湯器 3 万円 

住宅断熱改修奨励
金 国が実施している「住宅省エネ 2025 キャンペーン」のうち、「子育てグリーン住宅支援事業（開口部の断熱改修・躯体の

断熱改修）」、「先進的窓リノベ 2025 事業」の補助金を受けた事業の工事発注者（市民）に対して奨励金を交付 

事業費から国の補助金交付額を引
いた額の１/２ 
（100 円未満切捨て） 

10 万円 

・1 世帯当たり年度内 1 回ま
で 
・国の交付額確定通知書の写
しが必要です 

※国が実施している「住宅省エネ 2025 キャンペーン」は「住宅省エネ 2025 キャンペーン補助事業合同お問合せ窓口 ☎ 0570-022-004」に問い合わせてください。 

7 
小型合併処理浄化
槽設置整備事業 

指定区域内の住宅用の単独処理浄化槽またはくみ取り便槽から小型合併処理浄化槽の入れ替えに対する補助 
・浄化槽処理促進区域(主に市街化調整区域で下水道計画がない地域） 

【5 人槽】３３万２千円 
【７人槽】４１万４千円 
【１０人槽】５４万８千円 
上記に下記経費を加えた額 
【撤去費】９万円 
【配管費】１３万円 

【５人槽】５５万２千円 
【７人槽】６３万４千円 
【１０人槽】７６万８千

円  

建築確認が必要な新設、増
改築は対象外 

生活環境課 
 電話 775-6940 
 FAX 775-9872 

8 

土壌浸潤トレンチ
（生活雑排水等処
理施設）設置補助
金  

排水の放流先が取れない場合の処理施設に対する補助 
・自己の居住用住宅に、市で定める構造基準を満たす「土壌浸潤トレンチ」を設置する方 

設置に要する費用×１/２ 
（1,000 円未満切捨て） 

９万円 
※小型合併処理浄化槽設
置補助を併用の場合は４

万円 

すでに住んでいる方、これ
から新築する方のどちらも
対象 

生活環境課 
電話 775-6940 

 FAX 775-9872 

9 
家庭用生ごみ処理
容器等購入費補助
金 

コンポスト式生ごみ処理容器 
家庭から出る生ごみを微生物の働きで発酵させ、分解して、たい肥化する容器(コンポスト)の購入費に対する補助 

購入金額×1/2 
（100 円未満切捨て） 

4 千円(１台あたり) 
1 世帯当たり年度内２台まで 
購入後の申請となります 環境政策課 

 電話 775-6925 
 FAX 775-9872 

電気式生ごみ処理機 
電力などを利用して生ごみを乾燥、脱水、分解し、減量化又はたい肥化することを目的として作られた機器の購入費に対
する補助 

購入金額×1/2 
（100 円未満切捨て） 

２万円 
１世帯当たり５年に１台ま
で 
購入後の申請となります 

※いずれの場合も購入・契約前に市の交付決定を受けてください。 

※対象件数は限りがありますので、担当課にお問い合わせください。 



ＮＯ 名   称 補助対象・要件等 補助額の算定 補助限度額 その他留意事項 担当課 

11 
老朽化空家・不良
住宅除却補助金 

・概ね１年以上居住その他の使用がなされていない建築物 
・昭和５６年５月３１日以前に建築された市内に存する空家(当該空家が共同住宅(木造の共同住宅に限る。)又は長屋住宅

である場合にあっては、一棟の全てが使用されていないことが常態であり、かつ、一棟の全てを一括して除却するものに
限る。)であること 

・現に公共事業による移転、建替え等の補償の対象となっていないこと 
・対象となる工事について、国、地方公共団体等からこの補助金に相当する補助金、助成金等の交付を受けていないこと 
・空家等対策の推進に関する特別措置法(平成２６年法律第１２７号)第１４条第２項の規定による勧告を受けていないこと 

・1 平方メートルあたり 33,000 円
（※）または工事費のうち少な
い額×1/2 

・不良住宅に該当する場合は上記
の額×4/5 

※1 平方メートルあたりの金額は
変更になる場合があります。 

・30 万円 
・不良住宅に該当する場

合は 50 万円 

交付を受けた日の属する年度
の末日から起算して５年を経
過しないと２回目は受けられ
ません。 

交通防犯課 
電話 775-5138 
FAX 775-9927 

12 
民間建築物アスベ
スト分析調査費用
補助 

建築物の壁・柱・天井等に吹き付けられたアスベストが含有しているおそれのある吹付建材の分析調査費用に対する補助 
・アスベストの含有の有無についての定性分析及び含有量についての定量分析 

分析費用の１００％ 
（1000 円未満切捨て） 

２５万円 
※予算の範囲内で補助限度額
が変わる場合がありますの
で、事前にご連絡ください 

建築安全課 
 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

13 
危険ブロック塀等
の撤去・築造補助
金制度 

危険ブロック塀等の
撤去 

高さ 80 センチ以上の塀又は門柱（ブロック塀、石造その他の組積造、万年塀）で、次の要件をす
べて満たすもの 
・点検項目で不適合のあるブロック塀等の撤去工事で、その処理処分まで行うもの 
・公衆用道路などに面するもの（隣地境界にある塀等は除く） 
・市内業者によるもの 
・同一敷地の申請は 1 回まで 

1 平方メートルあたり 7,000 円ま
たは工事額のうち少ない額 

２０万円 
※令和 7 年度の危険ブロッ

ク塀に関する補助金の申請
受付は終了しました 

建築安全課 
 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

フェンス等の築造 

上記補助制度を利用して危険ブロック塀などを撤去した後に、下記の条件で築造するフェンスなど 
・適法な軽量素材のフェンス等（原則高さ 1.6 メートルまで） 
・適法な原則高さ 60 センチ以下のブロック塀で、適切に鉄筋が配置され、基礎の根入れ深さは原

則 35 センチ以上のもの(その上にフェンス等を設置する場合は全体の高さが 1.6 メートルまで） 
・生垣（道路側に枝等が出ないように保全するもの） 

1 メートルあたり 15,000 円また
は工事額の 2 分の 1 のうち少ない
額 

２０万円 
※令和 7 年度の危険ブロッ

ク塀に関する補助金の申請
受付は終了しました 

14 
上尾市結婚新生活
支援事業費補助金 

・住宅取得費（建物に
係る部分のみ対象） 
・家賃、敷金、礼金 
・共益費、仲介手数料 
・リフォーム費用 
・引越費用 

〇結婚を機に上尾市内で新しく居住する住宅（新居）への引越費用や住宅購入費、家賃などの一部
を助成します 
〇対象者 
・令和７年１月 1 日から令和８年 3 月 31 日までの間に婚姻届を提出、受理されている 
・婚姻日において、夫婦ともに３９歳以下 
・夫婦の所得合計額が 500 万円未満である(４月～６月申請は令和５年分、７月以降は令和６年分） 
・補助金の交付の決定を受けた日から 3 年を超える期間、補助対象住宅に居住する意思がある 
・市税及び国民健康保険税の滞納が無い 
・他の公的制度による家賃補助を受けていない 
・自治会、町内会等に加入する意思がある 
・夫婦ともに上尾市暴力団排除条例(平成 24 年 12 月 26 日条例第 27 号)第 2 条第 2 号に規定す
る暴力団員を含まない 
〇対象期間 
・令和７年 4 月 1 日から令和８年 3 月 31 日までに支払った費用 

補助限度額内の費用 100％ 
夫婦ともに 

29 歳以下：60 万円 
39 歳以下：30 万円 

※書類がすべて揃った方から
先着順で受付し、予算額に達
し次第終了となります。 
詳細は、こども支援課ホーム
ページでご確認ください。 

こども支援課 
電話 783-4962 
FAX 774-5342 

15 
上尾市家具転倒防
止器具等設置補助
制度 

【補助対象者】※市内に住所を有する方のみです 
・65 歳以上の方のみで構成される世帯 
・身体障害者手帳 1 級または 2 級を所持している方が属する世帯 
・療育手帳Ⓐまたは A を所持している方が属する世帯 
・精神障害者保健福祉手帳 1 級または 2 級を所持している方が属する世帯 
・要介護 3 以上の認定を受けている方が属する世帯 
【交付要件】※器具設置工事に係る施工箇所が複数あるときは 3 箇所までを限度とする※転倒防止器具の購入や自身での
取付は補助対象外です 
・補助対象者が市内事業者に依頼して行うもの 
・家具を建物の壁または柱に強固に金物を取り付けるもの 

補助対象額と 1 万円とを比較して
いずれか少ない額 

1 万円 

補助金の交付は補助対象世帯
1 回を限度といたします。 
補助金の額が予算額に達した
場合、受付を終了いたしま
す。 

建築安全課 
 電話 775-8490 
 FAX 775-9906 

２ 融資（貸付制度） 
  名 称 貸付要件 貸付利率・機関 償還方法等 担当課 

1 
水洗便所改造資金
貸付制度 

〇公共下水道処理区域内の、既設のトイレ（し尿浄化槽によるトイレを含む）を公共下水道に接続する水洗トイレに改造す
るために要する工事費について、自己資金のみでは不足する方に、その費用をお貸しします 

〇貸付条件 
 ・自己資金のみでは、工事費を一度に負担することが困難であること 
 ・貸し付けを受けた資金の償還について、返済能力を有すること 
 ・確実な連帯保証人があること 
 ・市区町村税（住民税、固定資産税、国民健康保険税など）、下水道事業受益者負担金を滞納していないこと 
〇貸付限度額 
 ・１件につき、最高５０万円まで（工事費の範囲内で、１万円未満は切り捨てた額） 
  ※ただし、貸家等の場合は５件分まで（共同住宅は１棟を１件とします） 

〇利率 無利子 

〇償還方法 貸し付けを受けた翌月から、一定額を 
５０ケ月以内に月賦償還 

 ・貸付金額２０万円以下の場合 毎月 ５,０００円 
 ・貸付金額２１万円以上の場合 毎月１０,０００円 

業務課 
  電話 775-9302 
  FAX 775-9041 

2 
勤労者住宅資金貸
付制度 

〇次のすべての要件に該当する人が、建築基準法に適合する住宅を市内に新築、増改築、修繕、購入する場合や、宅地（面
積が１００㎡以上）を購入する場合 

・市内に住んでいて同一事業所に１年以上勤務している人、又はこれから市内に居住する人で、同一事業所に１年以上勤     
務している人 

 ・年齢が１８歳から６０歳までの人 
・収入は家族収入を含み、返済しながら生活できる人 
〇限度額：有担保 １８００万円以内（注）、無担保 ５００万円以内 
※（注）次の人が同居する場合は２００万円の割増が可能 
  ・身体障害者手帳（１から４級）を持っている／療育手帳（みどりの手帳）を持っている 
   ６０歳以上の親族が同居／２世帯が同居 

〇利率 
・有担保 年利 1.865% 
（上限付変動金利 

※上限 5.000%）  
・無担保 年利 0.900% 
〇期間 
・有担保 ３０年以内 
（完了時の年齢７０歳まで） 
・無担保 １０年以内 
（完了時の年齢６５歳まで） 

〇償還方法 
 次の（１）または（２）のいずれか 

（１） 元利均等毎月返済 
（２） 元利均等毎月・加算月併用返済 
 ※（２）は、融資額が有担保 200 万円以上の場合、 
  無担保５０万円を超える場合 

〇担保  対象物件に中央労働金庫の第 1 順位の抵当権を
設定(公的機関との併用の場合には第２順位以下でも
可) 

〇保証 (一社）日本労働者信用基金協会の保証を付ける 
〇貸付時期 原則として貸し付け対象物件の登記後 
〇その他 団体信用生命保険は中央労働金庫が負担 

商工課 
 電話 777-4441 
 FAX 775-5024 



 


